２　シルバー人材センター連合の指定（法第44条第1項）

(１)　指定の基準

都道府県知事は、申請者が次の掲げる要件のいずれにも該当する場合に指定することができること。

イ　定年退職者その他の高年齢退職者（以下「高年齢退職者」という。）の希望の応じた臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会を確保し、及びこれらの者に対して組織的に提供することにより、その就業を援助して、これらの者の能力の積極的な活用を図ることができるようにし、もって高年齢者の福祉の増進に資することを目的とした、民法第34条の規定に基づき設立された法人であって、その会員に2以上のシルバー人材センターを有するものであること。

ロ　法第45条において準用する法第42条に規定する業務に関し、次の掲げる基準に該当すると認められるものであること。

(イ)　職員、業務の方法その他の事項についての業務の実施に関する計画が適正なものであり、かつ、その計画を確実に遂行するに足りる経理的及び技術的な基礎を有すると認められること。

(ロ)　業務の運営が適正かつ確実に行われ、高年齢者の福祉の増進に資すると認められること。

この基準に該当するか否かを判断するに当たっては収支予算書、収支決算書、貸借対照表、事業報告書等を提出させ、これらにより判断すること。

また、特に、無料の職業紹介事業を適正かつ確実に行うことができると認められる法人であるか否かについては、別紙の基準に従って判断すること。

(２)　指定の区域

イ　申請者の会員であるシルバー人材センターの指定区域と当該地域における臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会の状況その他の事情を考慮して、次の基準に従って必要と認められる市町村の区域を併せた区域ごとに1団体を指定するものであること。

基準は、当該市町村の区域が次に掲げる要件のいずれにも該当することであること（法第44条第1項及び則第26条）。

(イ)　当該市町村の区域と申請者の会員であるシルバー人材センターの指定区域が近接し、又は当該市町村の区域若しくは近接する2以上の当該市町村の区域に高年齢退職者が相当数存在すること。

(ロ)　当該市町村の区域における臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会の状況等からみて、当該市町村の区域においてシルバー人材センターにより業務が行われる場合に比し、当該業務がより効率的に行われる見込みがあること。

(26) 申請者の会員でないシルバー人材センター又は他のシルバー人材センター連合の指定区域でないこと。

ロ　シルバー人材センター連合の会員の追加の届出（法第44条第2項）

シルバー人材センター連合は、シルバー人材センターが会員となったときは、当該シルバー人材センターの名称、住所を記載した書面を都道府県知事に対して提出することにより届け出なければならないこと（則第28条）。

当該届出があったときは、当該シルバー人材センターの指定区域は当該シルバー人材センター連合の指定区域となるものであること。

ハ　シルバー人材センター連合の指定区域の変更に関する申出（法第44条第4項）

シルバー人材センター連合は、ロの届出をした場合において指定区域の変更に関する申出をしようとするときは、変更により指定区域とされることを求める区域を記載した書面に当該変更後の指定区域における法第45条において準用する法第42条に規定する業務に関する基本的な計画を添付して、都道府県知事に提出しなければならないこと（則第29条）。

都道府県知事は、当該申出があったときは、イに掲げる基準に従って必要と認められる市町村の区域を指定区域とすることができること。

無料の職業紹介事業に係るシルバー人材センター連合の指定の基準等

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第44条第1項に基づき同法第45条において準用する同法第42条の業務を行う者として指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、無料の職業紹介事業に関し、次の要件を満たさなければならない。

１　基本的要件

(１)　指定を受けた後、厚生労働大臣に届け出ることにより無料の職業紹介事業を行う場合には、原則として60歳以上の定年退職者その他の高年齢退職者に対する臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会の確保のための職業紹介を行うものであること。

(２)　申請者において無料の職業紹介事業を行うことが、申請者の指定に係る区域における労働力需給の効率化、円滑化に必要であること。

(３)　申請者が行うことを予定している無料の職業紹介事業が、対象区域、取扱い職業等において、他の民営職業紹介事業と競合することにより、当該他の民営職業紹介事業に従事する者の雇用の場及び民営職業紹介事業を通じて就業している者の就業機会を減少させるようなものとはならないものであること。

(４)　申請者が無料の職業紹介事業を行うことを会員の獲得、組織の拡大、宣伝等他の目的の手段として利用するものではないこと。

２　紹介責任者に関する要件

(１)　当該申請者の事務所に専属の紹介責任者を置き、職業紹介事業を行わせるものであること。

(２)　紹介責任者は、法律行為能力を有しない者、法令に違反した等適正な事業運営を期待し得ない者でないこと。

イ　住所及び居所が一定しないなど生活根拠が不安定な者でないこと。

ロ　成年被後見人、被保佐人及び破産者でないこと。

ハ　健康であって、職業紹介事業を行う上で支障のない者であること。

ニ　日本国籍でない者にあっては、在留期間が3年以上の在留資格を有していること。

ホ　禁固以上の刑の執行を終わり、または刑の執行を受けることがなくなってから5年以上経過した者であること。

ヘ　罰金であっても、それが労働関係法令その他職業紹介事業に重大な影響を及ぼすと認められる法令違反である場合には、その刑の執行を終わり、または刑の執行を受けることがなくなってから5年以上経過した者であること。

ト　処罰はされないが、労働関係法令その他職業紹介事業に重大な影響を及ぼすと認められる法令に違反した事実のある者にあっては、改悛の状が顕著であり、適正な運営を約する者であること。

チ　他の民営職業紹介事業等の許可の取消し処分を受け、又は同等の理由で当該民営職業紹介事業の廃止を行ってから5年以上経過した者であること。

リ　不当に他人の精神、身体及び自由を拘束するおそれのない者であること。

ヌ　公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる行為を行うおそれのない者であること。

(３)　申請者及び紹介責任者は、職業安定法第33条の4の禁止兼業その他職業紹介事業との関係において不適当な兼業を行う者でないこと。

イ　料理店業、飲食店業、旅館業、古物商、質屋業、貸金業、両替業の名義人又は実質的にその営業を行う者でないこと。

ロ　置屋業、割賦金融会社等イに類する事業その他風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（以下「風営法」という。）に規定する風俗営業、風俗関連営業等職業紹介事業との関係において不適当な兼業の名義人又は実質的にその営業を行う者でないこと。

ハ　上記イ又はロの営業を行うものであっても、職業紹介事業とこれらの営業を兼業することにより特段の弊害が生じないものとして都道府県知事が認める者については当該(３)の要件を課さないこと。

(４)　紹介責任者は職業安定機関又は職業安定局長の指定する者が行う「民営職業紹介事業従事者講習会」を受講した者（指定の申請書の受理の日の前2年内の受講に限る。ただし、平成8年10月1日以降おおむね1か月間においては、やむを得ない理由により指定申請前に講習会の受講ができない者であって受講することとなる講習会が決まっている者を含む。）であること。

(５)　申請者は、職業紹介事業を行うに適切な者を代表者、役員及び従業者とするものであること。

３　事業運営に関する要件

(１)　申請者は、無料の職業紹介事業を維持運営していくに足る資産又は財政的裏付けを有し、確実な予算措置を講ずるものであること。

(２)　当該申請者の事務所がその位置、面積、構造、設備からみて、職業紹介事業を行うに適切であること。

イ　位置が適切であること。

(イ)　求人者又は求職者の利用に便利であること。

(ロ)　風営法で規制する営業が密集するなど職業紹介事業の運営に好ましくない場所にないこと。

ロ　事務所として適切であること。

(イ)　事務所の面積がおおむね20㎡以上であること。

(ロ)　事務及び面接に必要な机、椅子、書棚等の備品があること。

(ハ)　事務所内に職業紹介業務専用電話が設置されていること。

(ニ)　面接等に際し、求人者、求職者の個人的秘密を保持して得る施設を事務所内に有すること。

(３)　職業紹介に関し、いかなる名目であっても金品を徴収しないこと。

４　必要書類

以上の判断を行うに当たっては次に掲げる書類を指定申請時に提出させ、これにより確認すること。

(１)　紹介責任者等に関する書類

イ　紹介責任者等の履歴書

ロ　紹介責任者の住民票の写し

ハ　役員及び紹介責任者に関する申請書

(２)　事務所に関する書類

イ　所在地付近の略図

ロ　土地、建物の平面図

ハ　建物の登記簿謄本（申請者の所有に係る場合）

ニ　建物の賃貸借又は使用貸借契約書（他人の所有に係る場合）

